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研究成果の概要（和文）：研究の目的：本研究の目的は、小規模町村離島（以下、小離島とする）に勤務する保
健師へのICTを活用した継続教育プログラムの開発である。
研究結果：小離島に勤務する保健師の継続教育検討ワーキング会議を、県関係部署、小離島に勤務する保健師、
県内3大学をワーキングメンバーとして立ち上げ、小離島版キャリアラダー、小離島に勤務する保健師の継続教
育プログラムと大学が実施するOFF-JTプログラムを作成した。また、その継続教育プログラムに関する調査を、
沖縄県内の小離島自治体13カ所に実施し6か所より回答を得た。調査から得られたその結果を、作成した研修内
容へ反映させた。

研究成果の概要（英文）：Purpose of the study: This study aimed to develop an ICT-based continuing 
education program for public health nurses working in municipalities of small remote islands 
(hereafter referred to as "small remote islands")
Research results: The study's findings were not just theoretical but also had practical 
applications.A conference was established to discuss continuing education for public health nurses 
on small remote islands, with the relevant local government public health nurses and universities in
 the prefecture as working members. This led to developing a career ladder for small remote islands,
 a continuing education program for public health nurses, and an OFF-JT program conducted by the 
universities. A survey on the continuing education program was conducted in 13 small remote island 
municipalities in Okinawa Prefecture, with responses received from 6 of them. The training program's
 content reflected the survey results, making them more relevant and effective.

研究分野： 公衆衛生看護、人材育成

キーワード： 小規模離島　保健師　継続教育　ICT
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で作成した小規模町村離島に勤務する保健師の継続教育プログラムは、これまでの先行研究等を基に小規
模離島の保健師やその支援に携わっている者の意見を取り入れて作成した。そのため、離島の特殊性や保健師の
ネットワーク構築に配慮した内容のものとなっている。このプログラムは、小規模離島での人材育成に役立つだ
けでなく、保健師の早期離職の予防につながると考える。また、本研究で作成した自治体保健師の標準的なキャ
リアラダーの小規模離島版は、同じような環境にある国内の他の小規模町村離島やへき地でも活用できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 保健師の継続教育に関する研究は数多く存在し、厚生労働省も新人看護職員研修ガイドライ

ン～保健師編～（2011）や「保健師にかかる研修のあり方等に関する検討会の最終報告と保健師

の標準的なキャリアラダー」（2016）を出している。しかし、これらの研究の対象や研修の想定

は、ある程度保健師の人数がいる県や市町村であり、保健師数が 1~2 人で在職期間も短い小離

島を対象としたものではない。 

 離島やへき地の看護職（看護師・保健師）に対しての人材育成や継続教育に関連する国内の先

行研究では、事例検討会（藤澤ら,2005）や保健事業を介した人材育成（中尾ら,2015）、ビデオ

カンファレンス（清水ら,2011）等、数件の報告があるが十分ではない。 

 沖縄県では、人口 1 万人未満で、かつ離島などの地理的諸条件等により、町村の自助努力では

保健師等の人材確保や資質向上が困難な町村（以下、特定町村）の人材確保計画を策定している。

また、特定町村への現任教育も保健所を中心に実施しているが、町村側が新任保健師の組織的な

現任教育体制が十分でない現状や、支援する保健所でも、現任教育担当者の専任配置はなく他の

業務と兼務のため、十分な支援が困難という課題が上がっている（沖縄県, 2018）。小離島勤務

保健師の現状や現任教育の課題を踏まえ、離島での保健事業の質を担保していくために、継続教

育の内容や提供方法の検討が必要である。 

 また、本研究では、人口 1 万人未満の離島の自治体を、小規模町村離島（以下、小離島とする）

と定義した。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、小離島勤務保健師への ICT を活用した継続教育プログラムの開発である。

小離島にいながら継続教育プログラムが受けられるよう ICT を活用することで、保健師の継続

教育環境の改善につなげる。 

 

３．研究の方法 

(1) 離島やへき地の保健師の継続教育に関する情報収集 

 PubMed、CINAL、医学中央雑誌などの検索を使用して、国内外の離島やへき地の保健師の

継続教育について文献を検索・収集し、継続教育の体系や内容・方法について検討した。 

(2) 小離島に勤務する保健師への ICT を活用した継続教育プログラムの開発 

共同研究者、小離島勤務保健師、駐在制を経験したことのある県の退職保健師、離島の現

任教育を担当する保健所保健師等を構成員としたワーキング会議を立ち上げ、自治体保健

師の標準的なキャリアラダー（小離島版）、継続教育プログラムの内容について検討を行っ

た。 

(3) 小離島に勤務する新任期保健師の継続教育プログラムに関する調査 

小離島に勤務する新任期保健師の継続教育プログラムに関する調査を実施し、小離島保

健師現任教育プログラムと新任期保健師研修会（大学が実施する OFF-JT）に関する意見や

実施可能性を探った。 

 

４．研究成果 

(1) 離島やへき地の保健師の継続教育に関する情報収集 

日本国内外で行われている、離島やへき地の保健師の継続教育について文献等から情報収



集を行った。日本国内は、特に離島やへき地、保健師、継続教育をキーワードに、国外は、

Public health nurse, Continuing education をキーワードに文献検索をした。国内の論文

では、離島やへき地の保健師に特化したものは少なかった。研修内容としては、個別支援

（事例検討会、指導技術など）、地域保健計画策定とその評価であった。方法として対面だ

けでなくビデオカンファレンスなどの ICT を活用した研修も 2000 年代から実施されてい

た。海外での Public Health Nurse の継続教育の報告も少なく、実習で学生を担当するプ

リセプターにへの地域集団を対象とした地域保健の指導方法や医学教育（実際のケアなど）

についての内容で、いずれもパソコンなどをベースとした ICT を用いた方法であった。 

(2) 小離島に勤務する保健師への ICT を活用した継続教育プログラムの開発 

① 小離島保健師の継続教育検討ワーキング会議の実施 

小離島保健師の現状や既存の継続教育を踏まえ、離島での保健活動の質を担保していく

ために、継続教育の内容やその提供方法の検討を行い、小離島保健師、保健所保健師、県所

管課の保健師、沖縄県内の 3 大学の保健師養成課程教員をメンバーとして、ワーキング会

議を立ち上げた。ワーキング会議は、令和 4 年 3 月から令和 6 年 2 月の間に 7 回開催し、

自治体保健師の標準的なキャリアラダー（小離島版）、小離島に勤務する保健師の現任教育

プログラム、小離島に勤務する新任期保健師研修会実施要項と新任期保健師研修会プログ

ラムについての検討を行った。 

② 自治体保健師の標準的なキャリアラダー（小離島版） 

 厚生労働省（平成 30 年）の自治体保健師の標準的なキャリアラダーの、小離島での適用

について、ワーキング会議で検討した。 

結果として、ラダーの内容は原則変えないが、キャリアレベルの定義や各レベルで求めら

れる能力について、新任期から意識して行う役割や能力を検討し、一部の「求められる能力」

の文言を追加した。 

<一部文言を追加した各レベルにおいて求められる能力> 

・保健師の活動領域 5-3 「人材育成」 

A1：参加した研修内容を課の職員で共有できる場を企画し実施できる 

A2：（実習受け入れや就職説明会への参加など） 

A5：保健師人材確保計画を作成できる 

＜新任期から経験する可能性がある、各レベルで求められる能力）＞ 

・保健師の活動領域 4-2「健康危機発生時の対応」 

 A4：組織内（外）での関係部署と連携調整できる 

・保健師の活動領域 5-1「PDCA サイクルに基づく事業・事業評価」 

 A4：所属部署内外の関係者とともに事業評価を行い、事業の見直しや新規事業の計画提案

できる 

③ 小離島に勤務する保健師の継続教育プログラム 

 目的：小離島に赴任する保健師が、本プログラムを通して、職場や保健所等の支援を受け

ながら、行政保健師として地域保健活動を実践し、保健師としての専門能力の向上を図る

ことを目的とする。 

 対象：小離島に赴任した新任期（1～3年目）の保健師 

 新任期プログラムについて OJT、OFF-JT、自己研鑽に分けて 1 年目～3 年目までの流れと

実施体制を示した 

 各自治体で実施する OJT の目標と内容を提示した。 



④ 大学が実施する小離島の新任期保健師研修 OFF-JT プログラム 

 目的：、研修に参加した保健師が、地域診断をとおして自分の働く離島の特徴や人材を知

り、保健活動の展開の視点を養うことである。また、他の離島の保健師との交流を通して

同じ環境で働く仲間とのネットワークづくりや、セルフマネジメントの実践をとおしてス

トレスの軽減を図り、保健師の就業継続をめざす。 

 対象：沖縄県内の小規模町村離島に勤務する新任期（１～３年目）の保健師で、第 1回～

第 3回目まで参加が可能な者 

 研修プログラム：全 3回のプログラム。 

第 1回：地域/地区カルテを使った地域診断、セルフマネジメント・スレスマネジメント 

第 2回：他の離島の先輩保健師が支援した事例やこれまでの地域保健活動からその視点を

学ぶ、先輩保健師との交流 

第 3回：地域診断で見えてきた課題や今年の自分の個別支援、地域保健活動を振り返りる。

自分のセルフマネジメントやストレスマネジメントの状況を振り返る。 

(3) 小離島に勤務する新任期保健師の継続教育プログラムに関する調査 

① 目的：小離島に初めて勤務する保健師に向けた新任期の継続教育プログラムの内容へ

の意見や活用の可能性、また大学が実施する OFF-JT 研修への参加の可能性について、

小離島に勤務する保健師に確認し、プログラムや研修にその意見を反映させることが

目的である。 

② 調査対象：沖縄県内の小離島の保健師の代表、もしくは保健師が不在の場合は、保健師

が所属する課の代表。 

③ 調査期間：2023 年 11 月 2日～11 月 24 日 

④ 結果 

 回収率：13 町村中 6 町村から回答があっ

た（46.1%）。 

 回答者の職種は、保健師 5 人、課長 1人で

あった。人口規模別の保健師数の平均人数

は表 1を参照。 

 自治体で行われている保健師の OJT（On The Job Training）について 

OJT を行っている自治体は、4 か所であった。教育を行っている者で最も多かったのは

事務職、次いで保健所保健師、先輩保健師となっていた 

 職場外の研修（以下 OFF-JT）に保健師を参加させているか 

予算措置をして参加させている自治体は 3 か所、参加させていない自治体は 2 か所、

自主性に任せている自治体が 1か所であった。 

 ZOOM などを用いた遠隔での OFF-JT に参加するための環境 

回答したすべての自治体で、ICT 研修に参加できる環境は整っていた 

 小離島に働く新任期保健師の継続プログラムの概要（案）の OJT プログラム（以下、

OJT プログラムとする）の内容（図 1）に記載されている内容や OJT の実施体制が取れ

るかどうかについて 

調査に参加したすべての自治体から「不要な内容はない」、「OJT の実施体制が取れる」

と回答があった。 

 この OJT プログラムを実際に自治体で実施したいと思うか 

表1　自治体人口規模別の保健師数の平均

人口規模 定員 正職員 臨時

1000人以下(4か所） 2.0 1.5 0.0

1000人～5000人（1か所） 5.0 5.0 2.0

5000人以上（1か所） 4.0 2.0 1.0



「自治体で実施したいと思う」「実

施したいが課題がある」との回答が

4 か所、実施したいと思わないが 1

か所、未記入が 1か所であった。（表

2） 

 小離島で OJT プログラムを実施する際の課題 

「新人に教える自信がない」「村民が求める保健師活動について、保健師自身が理解で

きていない」が課題として上がっていた。 

 小離島の新任期保健師研修会（案）（大学が実施する OFF-JT）（以下、OFF-JT とする）

の内容に関する意見や要望（一部抜粋） 

・新任保健師への教育体制はとても大切である 

・中堅期からの研修（学びの場）があると嬉しい 

・研修の回数（年 4回）を 3 回に減らした方がよい 

 OFF-JT の研修内容にある他の離島保健師との情報交換への先輩保健師として参加の

可能性 

調査に参加した自治体から、「タイミングが合えば参加可能」と回答があった 

 貴自治体の新任期の保健師の OFF-JT 研修への参加の可

能性（表 3） 

「参加させたい」が 5 カ所、「参加させたいと思わない」

が 1か所という結果であった。 

⑤ 調査結果のまとめと活用 

 県内の小離島 13 カ所のうち、アンケート調査へ回答があったのは 6か所であった。回答

いただいた小離島では、OJT を実施する体制は事務職と保健所保健師が担っている所が多か

った。現在実施されているOFF-JTへの参加については、自治体により体制の差が見られた。

また、ICT を活用した研修などへの参加環境は、すべての自治体で整っている状況が明らか

になった。 

 調査に参加した小離島からは、研究のワーキング会議で作成した小規模町村離島に勤務

する新任期保健師の継続教育プログラムの概要（案）の内容で不要なものはなく、実施体制

についても問題ないとの回答が得られた。実施の課題として、新人に教える自信や住民が求

める保健師活動への理解が充分でないなどが挙がっていた。また、いつでも相談できる先輩

保健師の存在や中堅期の保健師への学びの場についての要望も寄せられたため、中堅期の

プリセプター研修等、今後の教育プログラム内容へ活用していきたい。 

 大学が実施する OFF-JT の小離島に勤務する新任期保健師研修会については、研修の回数

の希望や先輩保健師の交流会参加の可能性が明らかになったので、内容に反映させていき

たい。また、6 か所中 1 か所から 研修に参加させたいと思わない理由 で、「離島で保健師

活動をするという保健師自身の自覚」と「住民を理解」が挙がっていたことから、地域診断

を通して住民理解を深め保健師活動につなげられるような研修内容の工夫が必要である。 

(4) 今後の展開 

 本研究で作成した、小離島に勤務する新任期保健師研修会（大学が実施する OFF-JT）を、

令和 6 年度から実施し、研修が終了する令和 8 年度に評価を行う予定である。また、調査

で要望のあった中堅期の研修の OFF-JT 研修プログラムについて検討する。 

表2　自治体での継続教育プログラム実際の可能性

回答内容 課長 保健師 合計(n=6)

実施したい 2 2

実施したいと思わない 1 1

実施したいが課題がある 2 2

未記入 1 1

表3　OFF-JT研修参加の可能性(n=6）

参加の意思  回答数

参加させたい 5

参加させたいと思わない 1
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